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 参 考                            

問１

問２

問３

問４

問５

問６

問７

 ４ マイナスの影響は出ていない→問８へ

 ９ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 10 特になし

 ８ 特になし

 ４ 自社以外との連携

 ６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　）

 ３ 従業員のモチベーション向上

 １ 社内の認知度・理解度がまだ低い

 ５ より優先すべき課題がある

 ７ 具体的なメリットが感じられない

 ４ 時間的余裕がない

 ８ 行政の関与や情報提供が少ない

 ３ SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない

 ５ SDGsについて既に取り組んでいる

 ５ 企業価値の向上

(1) SDGsの認知度  ４ SDGsへの取組を検討している

 ６ 取引上必要がない

【貴社で取り組んでいるSDGsの内容】

 ３ 資金的余裕がない

 １ 企業PRの促進（採用活動等）

※SDGsとは「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現に向けて、2030年を期限とする国際社会の共通目標です。

【(1)で４又は５と回答された企業のみにお聞きします】

(2) 来10～12月期の景気見通しは…  １ 良い方向に向かう  ２ どちらともいえない  ３ 悪い方向に向かう

SDGsの認知・取組状況についてお聞きします。（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）

貴社の業界の「景気」について、経営者の方のご意見をお聞かせください。

(1) 今7～9月期の景気水準は…  １ 好況である  ２ 普通である  ３ 不況である

　　　　目的は…  ４ 研究・開発  ５ 環境保全対策  ６ 他社 （他店） との差別化

　【複数回答可】  ７ 多角化  ８ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　【複数回答可】  ５ 車輌・運搬具  ６ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(3) 投資する  １ 更新、維持・補修  ２ 生産・販売能力の拡大  ３ 合理化・省力化

【設備投資を 「１ 実施する」 と回答された方のみにお聞きします。】

(2) 投資する  １ 土地  ２ 建物 （工場・店舗等を含む）

　　　　内容は…  ３ 生産・販売設備 （建設機械を含む）  ４ 情報化機器

　【複数回答可】  ７ 多角化  ８ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

貴社の来１０～１２月期の設備投資計画についてお聞きします。 

(1) 設備投資を…  １ 実施する  ２ 実施しない

(3) 投資した  １ 更新、維持・補修  ２ 生産・販売能力の拡大  ３ 合理化・省力化

　　　　目的は…  ４ 研究・開発  ５ 環境保全対策  ６  他社 （他店） との差別化

　　　　内容は…  ３ 生産・販売設備 （建設機械を含む）  ４ 情報化機器

　【複数回答可】  ５ 車輌・運搬具  ６ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(1) 設備投資を…  １ 実施した  ２ 実施しなかった

【設備投資を 「１ 実施した」 と回答された方のみにお聞きします。】

(2) 投資した  １ 土地  ２ 建物 （工場・店舗等を含む）

(3) 採算は　…  １ 良くなる  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなる

貴社の今７～９月期の設備投資実績（見込み）についてお聞きします。 

(1) 売上高は…  １ 増える  ２ ほとんど変わらない  ３ 減る

(2) 資金繰は…  １ 良くなる  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなる

(3) 採算は　…  １ 良くなった  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなった

貴社の来１０～１２月期の経営見通しは、今７～９月期と比較していかがですか。

(1) 売上高は…  １ 増えた  ２ ほとんど変わらない  ３ 減った

(2) 資金繰は…  １ 良くなった  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなった

埼 玉 県 四 半 期 経 営 動 向 調 査（令和3年7～9月期）　  調査日9月1日時点

※ 該当する番号・記号に○を付けてください。　

貴社の今７～９月期の経営実績（見込み）は、前４～６月期と比較していかがでしたか。

 ５ 企業間での情報交換・共有の機会  ６ 行政による取組企業への認定

 ７ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　）

 ２ 具体的な目標の策定や評価が分からない

 １ 今回の調査で初めて認識した  ２ SDGsという言葉は聞いたことがあるが内容は知らない

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ２ 売上、利益の増加

【全ての企業にお聞きします】

(2) SDGsへの取組と期待する効果
【複数回答可】

(3) SDGsに取り組むに当たっての課題

【複数回答可】

 ４ 補助金等財務面での支援

裏面へ続きます

新型コロナウイルス感染症の影響についてお聞きします。

【全ての企業にお聞きします】

(4) SDGsに取り組む上で期待する支援

【複数回答可】

 １ セミナー等の開催  ２ 専門家によるコンサルティング

 ３ 事例集や手引の提供

(1)新型コロナウイルス感染症の経営
への影響

 １ マイナスの影響が続いている  ２ 今後マイナスの影響が出る見込み

 ３ 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復→問８へ

 ５ 分からない→問８へ
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 ９ その他（　　　　　　　　　　　　　）

 １  ９０％以上減　  ３  ７０～７９％減　

 ７  ３０～３９％減

10  １０％未満減

 １  ９０％以上減　  ３  ７０～７９％減　

 ７  ３０～３９％減

10  １０％未満減

 ２ 持続化給付金の活用 【国】

 ４ 埼玉県中小企業・個人事業主支援金(追加含む)の活用

15 特になし

 ２ 制度融資の拡充

 ４ 雇用調整に関する支援

 ６ テレワーク・在宅勤務への支援

 ７ 業態転換、新事業立上げへの支援

 ９ キャッシュレス決済の導入支援

問８

【貴社の従業員数を教えてください】

正社員数は…

【全ての企業にお聞きします】

 ３ 社内・社外研修ともに実施していない  ４ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 １ 研修の必要性を感じない  ２ 研修時間の確保が難しい

 ３ 研修実施のノウハウがない  ４ 講師・機器・場所等を確保できない

※職場で実務を行いながら指導するOJT（＝On-the-Job Training）は除きます。

(1)従業員に対する研修※

【複数回答可】

 ３ 就業規則等の制度の改正予定はない

 ２  ８０～８９％減

12  増加する見込み

↓問７(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください
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↓問７(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(2)影響の内容について（見込み含
む）
　【複数回答可】

(4)今期７～９月期の売上げは一昨年
同期(2019年７～９月期)と比べてどの
程度になる見込みか

(3)今期７～９月期の売上げは前年同
期(2020年７～９月期)と比べてどの程
度になる見込みか

 １ 受注・売上げの減少  ３ イベント、商談会の中止・延期

 ４ 商品、部品等の仕入れ困難  ５ 日本人客の減少  ６ 入金等の遅延

 ２  ８０～８９％減

 ７ 外国人客の減少

 １ 運転資金などの借入れ

 ８ 海外拠点等の停止・縮小

11  変わらない（前年同期と同じ）

 ６ 一時支援金の活用【国】

 ４  ６０～６９％減  ５  ５０～５９％減  ６  ４０～４９％減

 ８  ２０～２９％減

 ３ 雇用調整助成金の活用 【国】

 ５ 家賃支援給付金の活用【国】

↓問７(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(5)現在の状況が続いた場合、来10～12

月期の資金繰りに影響はあるか

 １ 影響がある  ２ 影響はない

 ３ 分からない

↓問７(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

11 感染防止対策への投資

10 その他（　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

13 取引先などの変更

↓問７(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

 １ 休業、営業時間短縮等への支援

(6)影響への対応（実施又は実施予
定）
　【複数回答可】

 ８ 埼玉県感染防止対策協力金の活用

 ９ 営業（稼働）日数の削減 10 雇用調整（シフト削減など）

 ７ 埼玉県中小企業・個人事業主等家賃支援金の活用

12  増加する見込み

 ２ 営業自粛（時間短縮含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　◎９月２日（木）までに投函をお願いします。ご協力ありがとうございました。

 ア　１～５人  イ　６～２０人  ウ　２１～５０人  エ　５１人以上

 ５ 販路拡大、新商品開発支援

      ※調査結果の送付を希望しますか（○で囲んでください）→ １　希望する ２　希望しない

(4)高齢者雇用に取り組む上での課題
　【複数回答可】

 １ 社内組織改編や賃金制度見直し等が必要となる  ２ 任せられる業務がない

 ３ 体力面・健康面に不安がある  ４ 労働災害増加の恐れがある

 ５ 自社が理想とする年齢構成に合わない  ６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ３ 感染予防対策への支援

 ４ 対応未定

(2)従業員に研修をしない理由
【複数回答可】

 １ 法改正に対応した就業規則等の制度がある  ２ 今後、就業規則等の制度の改正を検討・予定

 ５ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

 ２ セミナーの開催

※高年齢者雇用安定法改正により、70歳までの就業機会の確保が努力義務となりました。

【全ての企業にお聞きします】

14 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(7)県に期待する支援
　【複数回答可】

11 特になし

 ５ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(3)70歳までの就業機会の確保※への
対応状況

 ８ AI・IoT・RPAの導入支援

 １ 社内研修を実施している  ２ 社外研修を実施している

 ５ 関心のある企業や支援機関との連携の場の提供  ６ 助成・補助

【全ての企業にお聞きします】

(5)高齢者雇用に取り組む上で期待す
る支援
【複数回答可】

 ７ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）  ８ 特になし

 １ 相談窓口の充実

 ３ 先進事例の紹介  ４ 専門家派遣

雇用・労働環境の整備状況についてお聞きします。

11  変わらない（前年同期と同じ）

↓問７(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

 ４  ６０～６９％減  ５  ５０～５９％減  ６  ４０～４９％減

続きです

↓問８(1)で３を選んだ企業のみご回答ください

 ８  ２０～２９％減  ９  １０～１９％減

 ９  １０～１９％減

12 販売価格などの引下げ

※ 該当する番号・記号に○を付けてください。　
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アンケート調査対象業種 第13回改訂日本標準産業分類（H25.10改訂）

製

造

業

電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)、

電気機械器具製造業(29)、情報通信機械器具製造業(30)

はん用機械器具製造業(25)、生産用機械器具製造業(26)、

業務用機械器具製造業(27)

建

設

業

卸

非

売

業

製

小

売

業

造

業

飲食店(76)

情報サービス業(39)

その他の生活関連・娯楽業 その他の生活関連サービス業(79)、娯楽業(80)

サ
ー

ビ
ス
業

飲食料品小売業(58)

機械器具小売業(59)

その他の事業サービス業(92)

アンケート調査対象業種と日本標準産業分類の対応

道路貨物運送業(44)

不動産取引業(68)

専門サービス業(72)

洗濯・理容・美容・浴場業(78)

その他の小売業(60)

繊維・衣服等卸売業(51)

飲食料品卸売業(52)

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

機械器具卸売業(54)

その他の卸売業(55)

織物・衣服・身の回り品小売業(57)

輸送用機械器具製造業(31)

総合工事業(06)

職別工事業(07)

設備工事業(08)

家具・装備品製造業(13)

パルプ・紙・紙加工品製造業(14)

印刷・同関連業(15)

プラスチック製品製造業(18)

鉄鋼業(22)、非鉄金属製造業(23)

金属製品製造業(24)

化学工業(16)

食料品製造業(09)

繊維工業(11)

専門サービス業

洗濯・理美容・浴場業

機械器具

その他

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

その他

繊維・衣服等

飲食料品

その他の事業サービス業　

　飲 食 店

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

一般機械器具

総合工事業

職別工事業

設備工事業

電気機械器具

輸送用機械器具

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

プラスチック製品

化学工業
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